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抄録
目的： 1989 年に世界保健機関が開始した国際的ネットワークThe International Network of Health Pro-
moting Hospitals & Health Services（以下，HPH）は，発祥の地であるカナダにおいてさえHPH活動の
発展的展開に困難が伴っているといわれる．本研究は日本におけるヘルスプロモーション(以下，HP) 
活動を地域包括ケアなどに伴う実践も含み広義で捉え，その具体的な取組を調査して実態を把握し，
課題や今後の展開について検討することを目的とする．
方法：日本HPHネットワーク(J-HPH)に参加する全国の病院，診療所，薬局，介護事業所の担当者に
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対し質問紙調査を実施し(2022 年 2―3 月)，超高齢社会日本のHPに係る施設・法人の方針や社会的処
方や地域包括ケアなどの活動の実際について検討した．さらに，2020 年版HPH基準を用いて，HP活
動の具体的内容と課題に関する記述回答テキストの内容分析を行った．
結果：全164施設（病院35，診療所47，薬局17，介護事業所65; 回収率42％ ; 以下4機関と総称）を
解析対象とした． 健康格差是正に向けた患者への取組として，無料低額診療事業等の社会的弱者へ
のアプローチは病院を筆頭に4機関とも約6―7割で実施され，経済・社会的状況のスクリーニングツー
ルも病院，診療所では 5割以上で使用されていた．職員に対しては，4機関とも喫煙，アルコールな
ど健康問題に関する啓発方針を約 5割で認めたが，教育機会は 3割未満にとどまった．また地域住民
への働きかけとして，病院では地域住民向け講演会，患者向け教室，病院祭等が 6割以上で行われ，
他の 3機関では関連会議への参加が多くなっていた．生活習慣に関する行動変容の支援は 4機関のう
ち病院と薬局で特に重視されていた．内容分析では，2020 年版HPH基準「5:広い社会におけるヘル
スプロモーション」，「3:住民中心のヘルスケアおよび利用者参加の促進」，「2:サービスへのアクセス
の保障」の順でHP活動を多く認めた．各種医療機関に普及しにくい理由としては，認知度が低いこ
とを筆頭に，資金や人手などのリソース不足が指摘された．
結論：病院，診療所，薬局，介護事業所の各機関で，HP活動に相当する社会的弱者の支援，地域住
民への働きかけなど多彩な取組が行われていた．今後「1:組織的とりくみの表明」や，「4:健康的な職場，
健康的な環境づくり」と職員への関連教育のさらなる充実が期待される．システム思考で，組織とし
ての方針の明示，組織のキャパシティ構築を目指すことが，健康格差是正や持続可能な地域での健康
づくりに重要であることが示唆された．

キーワード：ヘルスプロモーション，HPH，2020年版HPH基準，健康格差の是正，システム思考

Abstract
Objectives: The International Network of Health Promoting Hospitals and Health Services (HPH), launched by 
the World Health Organization in 1989, has experienced difficulties implementing and upscaling HPH activities, 
even in its birthplace, Canada. In this study, we investigated the current HPH activities in Japan and examined how 
they could be expanded in the future.
Methods: Surveys were conducted to the representative staff of member institutions of Japan HPH Network in 
2022. We examined the visions and activities (e.g., social prescribing, community-based integrated care systems) 
of the institutions under the era of super-aging society. Additionally, a content analysis of free-text responses was 
performed to clarify which activities were being achieved and the challenges faced, using the 2020 HPH Standards. 
Possible strategies for improving the implementation of HPH activities were discussed.
Results: In total,164 responses from four types of institutions (35 hospitals, 47 clinics, 17 pharmacies, and 65 long-
term care providers) were included in the analysis. Regarding activities to “ensure access to the services” (Stan-
dard 2) from the point of view of improving the health equity for patients, screening tools for social and economic 
vulnerability (hospitals and clinics), and supporting activities for socially vulnerable groups were adopted in more 
than 50% of each institution type. Regarding “promoting health in the wider society”(Standard 5), more than 60% of 
hospitals provided various activities, and multidisciplinary meetings were frequently held in the other three types of 
institutions. Hospitals and pharmacies highly focused on changing patients’ unhealthy behaviors such as smoking, 
excessive alcohol consumption and physical inactivity/excessive eating. Based on content analysis, the number of 
comments on HPH activities was ordered as follows (high to low) : “Promoting health in the wider society”(Stan-
dard 5), “Enhancing people-centered health care and user involvement” (Standard 3), and “ Ensuring access to the 
service” (Standard 2). The main barriers to disseminating HPH activities were a lack of health promotion awareness 
and limited financial and human resources.
Conclusion: Various health-promoting activities were observed in hospitals, clinics, pharmacies and long-term care 
providers in Japan, such as support for socially vulnerable groups and activities for local residents. Improvements 
are required in HPH Standard 1, “Demonstrating organizational commitment for HPH ”, and Standard 4, “Creating 
a healthy workplace and healthy setting”. Systems thinking, clarifying organizational policies, and building organiza-
tional capacity are important for reducing health inequalities and creating sustainable community health.

keywords:  health promotion, health promoting hospitals and health services (HPH), the 2020 HPH Stan-
dards, health equity, systems thinking
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I．緒言

ヘルスプロモーション（以下，HP）は，「人々が自ら
の健康をコントロールし，改善することができるように
するプロセス」と定義される[1,2]．オタワ憲章で健康改
善のために定められた５つの基本戦略（①健康的な公共
政策づくり，②健康を支援する環境づくり，③地域活動
の強化，④個人のスキル開発，⑤ヘルスサービスの方向
転換）を踏まえ[2]，HP活動は環境支援と健康教育との
組み合わせを柱として[3]，世界で 30 年以上活動が展開
されてきた[4]．
個人の行動変容を目指す理論による健康教育の限界を

越えて，世界保健機関（World Health Organization, WHO）
は「環境，組織，個人の要因が相互作用して健康とウェ
ルビーイングに影響を与える，人々が日常的に活動する
場所または社会的文脈 social context」と定義されるセッ
ティング（健康の場づくり）として[5]，都市や学校，刑
務所のほか，病院・医療機関でHP活動の展開を目指して
きた．WHOが1989年に開始した国際的ネットワークThe 
International Network of Health Promoting Hospitals & Health 
Services（以下，HPH）は2022年現在，33か国，600以上
の病院・ヘルスサービス機関で構成されている[6,7]．
同ネットワークによるグローバルHPH戦略 2021-2025

では，COVID-19 パンデミックを経て，ワンヘルス，拡
大する健康格差，人種・ジェンダー・収入格差・暴力，
医療制度，そして気候変動等が，健康に影響力を及ぼす
課題群として，大きな視点から注目されている[4]．そ
して，グローバル多国籍企業による地域資源の収奪や地
球温暖化，経済危機などへの対策も視野に入れた分野横
断的なシステム思考[8-10]に基づき，第 8回世界HP会議
で合言葉とされたHealth in All Policies（HiAP）（2013）[1]
が引き続き追求されている．しかしながら，オタワ憲章
およびHPH活動発祥の地であるカナダでは，HP関連プ
ログラムの終了や予算確保の面などから国や自治体の
協力が継続して得られず，HPH活動の縮小を余儀なく
されてきた[11-14]．アジアやヨーロッパ諸国を含む 17
か国 29HPHネットワークの病院を対象とした調査でも，
HP関連用語や概念の難しさ，実装の難しさが指摘され
ている[15]．国際HPHネットワークは，HP活動の質の
評価と組織的な改善のプロセスの活性化を目指し，かつ
時代の要請に沿って現代的な課題に対応できるよう，高
齢者，環境，移民，公正，多様性に配慮してアップデー
トしたツールとして，2020 年版HPH基準（2006 年版を
改訂）を開発した[6,16]．
日本では2015年 10月に日本HPHネットワーク（以下，

J-HPH）が結成され，「患者，職員，地域住民の健康水
準の向上をめざし，住民や地域社会・企業・NPO・自治
体等とともに健康なまちづくり，幸福・公平・公正な社
会の実現に貢献する」ことを掲げている[17]．J-HPHに
は全日本民主医療機関連合会（民医連）の病院をはじめ，
JA長野厚生連佐久総合病院，地域医療振興協会，京都大

学社会健康医学系専攻など，全国で 123 事業所／機関が
参加している（2024年10月現在）[18]．また政策面では，
オタワ憲章を受けて，健康寿命延伸等を掲げた健康政策
「健康日本21（2000 ～，2024年からは第3次）」に始ま
り，健康増進法（2003），地域包括ケアシステム構築を
掲げた医療介護総合確保推進法（2013），都道府県の策
定した政策ツールとしての地域医療構想を経て，時間
軸・空間軸で地域の医療の認識を共有して地域のセイフ
ティネットが構築されるまでとなり[19]，国，地方自治
体や医療機関により様々な健康増進活動が実施され，事
例報告等がなされてきた[20-22]．日本生活協同組合連合
会（生協）や民医連グループなどは無料低額診療事業等
を積極的に実施し，高齢者や社会的弱者にやさしい医療
提供の実践について報告している[23,24]．しかしながら，
必ずしもHPと自覚されていない活動があったり，国内
のJ-HPHネットワークが大規模な病院に広がりにくいな
ど，HP活動は各病院や病院グループの自主性に任され
る部分が多く，HP活動の全国的な活動の実際は部分的
にしか明らかではない．これらの活動がHP活動として
自覚的に実践され，客観的にもHP活動として認識・評
価されることにより，国内外における活動の深化と発展
が期待される．近年我々は地域医療振興協会が運営する
全 91 施設（病院，診療所，介護老人保健施設）で類似
の調査報告を行ったが[25]，J-HPHネットワーク関連施
設の全国的な実態は未だ明らかではない．
そこで本研究では，超高齢社会である日本における

HPに係る方針・活動の実際（健診，患者会，市民向け
講演会，介護予防，社会的処方等），地域包括ケアなど
の活動状況について明らかにし，具体的な事例を検討す
ることにより，ネットワーク活動の益々の展開のための
方向性を探索的に検討することを目的とする．なお，日
本では地域包括ケアなどの一環で，活動をそれと意識せ
ずに実施している場合もありうることを考慮し，本研
究ではHP活動（広義）を，生活習慣や行動の支援（医
療介護での自己管理や決定の支援，疾病予防･悪化予
防，介護予防），社会経済要因の評価・支援（経済的困難，
孤立など），高齢者の特徴や地域における生活への配慮
（地域包括ケアの視点），健康的な職場づくり等の包括
的なケアと定義する．

II．研究方法

1．調査対象・調査項目・記述内容
J-HPHに参加する全国 4機関全 387 施設（病院 92，診
療所 86，薬局 63，介護事業所 146）の専門部署担当者
に，2022 年 2-3 月に郵送で調査を実施した．387 施設は，
生活協同組合 45％，公益法人 19％，社会医療法人／医
療法人18％，一般社団法人等12％，有限会社2％，その
他（JA厚生連，社会福祉法人等）4％で構成されていた．
回収率を上げるため，催促葉書も事後的に送付した．調
査票は，ほぼ同内容で各機関向けに 4種の調査票から成
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る[26]．HPH基準（2006 年版，2020 年版）[6,16]を踏ま
えて共通部分を作成し，属性部分などの設問を各機関に
対応する形とし，J-HPH日本コーディネーターおよび運
営委員を含む共同研究者との度重なる議論を経て，同運
営委員会で承認された最終版を用いた．共通部分の設問
内容は，超高齢社会日本におけるHPに係る施設・法人
の方針や地域包括ケアなどの活動状況について，患者
（社会経済因子に関するアプローチ状況，重視事項な
ど），職員，地域それぞれへのアプロ―チ内容の実施状
況を尋ね，定量的に記述した．

2．自由記述回答の内容分析
さらに，広義のHPの（i）活動状況および（ii）普及

に関する課題について自由記述回答のテキストの内容分
析を実施した．（i）HP活動については，活動コメント
の多寡から現状を同定した．具体的には，コメントデー
タを帰納的に抽出した上で，2020 年版HPH基準[6]を演
繹的に用いて活動事例を１記録単位として集約し，同基
準をカテゴリー，副基準をコードとして，多数順で該当
内容を示すハイブリッドアプローチを用いた[27]．また，
（ii）HP活動が各種医療機関に普及しにくい理由につい
て，コメント量が多いものを同定した．1理由を 1記録
単位として縮約し，コード，カテゴリーを作成した．記
録単位数2以下のカテゴリーは記載を省略した．
分析結果の厳密性・妥当性を確保するため，データ抽

出・コード作成・カテゴリー化の過程について 2名の研
究者（YN, NS）間で繰り返し議論と確認を行った．詳
細には①パイロットコード集の作成，②コードの信頼性
の検証，③データの要約とカテゴリーの同定，④コード
集の適用：追加・修正・削除・統合（コードが安定する
まで繰り返し確認），⑤コードとカテゴリーの連携とい
うプロセスを経た[27]．分析には質的データ分析ソフト
ウェアNVivo Windowsを使用した．

3．倫理的配慮
本研究は，京都大学大学院医学研究科・医学部及び
医学部附属病院医の倫理委員会の承認を得て実施した
（R3134）．

III．結果

参加同意および回答の得られた164施設（病院35，診
療所47，薬局17，介護事業所65; 回収率42％）を解析対
象とした．
まず，4機関の基本属性と地理的分布を示す（表１a, 

表１b）．病院は一般病床数200床未満の中小病院が74％
を占め，地域包括ケア病床を 83％，また回復期リハビ
リテーション病床を 66％の病院が保有していた．診療
所は約半数が常勤医師 1名で診療を行っており，薬局
も薬剤師 1―3 名が約 6割と小規模な施設が主となってい
た．介護事業所は訪問系 48％，居宅介護支援 31％の順

に多くなっていた．（表 1a）回答施設は全国に及び，東
京都，大阪府，福岡県の順で都市部が多くなっていた．（表
1b）
次に，社会経済因子を考慮した患者へのアプローチ
の実態について 4機関ごとに検討すると，「社会的弱者
へのアプローチ」（病院／診療所には無料低額診療事業，
薬局には無料低額診療事業に関連したサポート，介護事
業所には生活保護申請の援助のサポート実施の有無を尋
ねた）は，病院（71％），診療所（66％）に続き，薬局，
介護事業所とも半数以上が実施していた．一方で，経済
状況や社会的状況のスクリーニングツールの利用は，病
院と診療所が多く，5―6割となった．（表2）
患者へのアプローチで重視する事項は，「高齢者の特
徴に合わせた医療の徹底（薬剤指針，ハイリスク把握，
ニーズ対応，退院調整等）」を筆頭に，「生活習慣の行動
変容の支援（禁煙，節酒，減量など）」「社会的処方や健
康の社会的決定要因の評価と支援」が続いたが，国際生
活機能分類（ICF）等「患者中心医療のためのツールの
使用」は，病院でも 4割程度，他の 3機関では 1―2 割に
とどまった．「生活習慣の行動変容の支援」は病院と薬
局で重視されていた．（図1）
職員へのアプローチは，喫煙，アルコール，薬物乱用
等に関する「職員の健康問題に関する啓発方針」が 4機
関ともで示されていた（4―5 割程度）一方で，健康教育
などの実施は4機関とも3割未満にとどまった．（図2）[図
2挿入]また，地域住民とともに行う活動として実施さ
れている取組は，病院では地域住民向け講演会（86％），
患者会（77％），病院祭（63％）の順で多く，認知症サポー
ターの養成，認知症カフェ（各46％）も実施されていた．
他の 3機関では多職種連携会議や地域ケア会議への参加
が約5―7割となっていた．（図3）
（i）HP活動の内容分析において，抽出された活動（586
コード）の中の言及頻度の内訳は，「より広い社会にお
けるヘルスプロモーション（HPH基準 5）」48％，「住民
中心のヘルスケアおよび利用者参加の促進（基準 3）」
23％，「サービスへのアクセスの保障（基準 2）」18％の
順で多く，「健康的な職場，健康的な環境づくり（基準
4）」は10％，「HPHへの組織的とりくみの表明（基準1）」
はわずか 0.3％だった．活動の詳細について，同基準お
よび副基準の出現頻度順にクロス表にしたものを表 3に
示す．定期的な食料の無料配布，生活困難者の掘り起こ
しや社会的弱者を適切な制度や専門機関に繋ぐなどの相
談活動，講演会の開催等が多くなっていた．また，サー
ビスへのアクセスを充実させる手段として，無料定額診
療事業等の実施以外に 4機関すべてでバリアフリーの試
みを認め，また病院・診療所・介護事業所で無料送迎が
多くなっていることが注目された．さらに，（ii）HP活
動が各種医療機関に普及しにくい理由としては，活動の
「認知度が低い」ことを筆頭に，「資金等経営上の課題」，
「時間・余裕がない」「人手不足」と続き，広報不足や
人材を含めた資源不足という課題が明らかとなった．（図
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病院 (N=35) 東京都 33 (20.1)
　一般病床数 (N,%) 大阪府 29 (17.7)

0 2 (5.7) 福岡県 27 (16.5)
1-49 4 (11.4) 埼玉県 14 (8.5)
50-199 20 (57.1) 岐阜県 10 (6.1)
200-499 9 (25.7) 神奈川県 7 (4.3)
≧500 0 (0.0) 京都府 7 (4.3)

　その他病床の種類 (N,%)(複数回答可) 広島県 6 (3.7)
地域包括ケア病床あり 29 (82.9) 奈良県 5 (3.0)
回復期リハビリテーション病床あり 23 (65.7) 岡山県 4 (2.4)
緩和ケア病床あり 9 (25.7) 滋賀県 3 (1.8)
精神病床あり 1   (2.9) 長野県 3 (1.8)
療養病床あり 5 (14.3) 新潟県 2 (1.2)

診療所 (N=47) 静岡県 2 (1.2)
　 常勤医師数  (N,%) その他* 11 (6.7)

0 2 (4.3) 無回答 1 (0.6)
1 25(53.2)
2-4 13 (27.7)
≧5  4 (8.5)
無回答 3 (6.4)

薬局 (N=17)
　薬剤師数  (N,%)

1-3 10 (58.8)
4-6 2 (11.8)
≧7 5 (29.4)

介護事業所 (N=65)
　事業所(単体)の主たる提供サービス (N,%)　(複数回答可) 

訪問系(訪問介護/訪問看護) 31 (47.7)
居宅介護支援 20 (30.8)
通所系(通所介護/通所リハビリ/
小規模多機能型居宅介護)

13 (20.0)

施設・居住系(介護老人福祉施設/介護老
人保健施設/認知症対応型共同生活介護)

10 (15.4)

*群馬県、千葉県、山梨県、愛知県、鳥取県、島根
県、香川県、愛媛県、長崎県、熊本県、鹿児島県
各１

表1a　回答施設の基本属性 表1b　回答施設(N=164)の地理的分布 (N,%)

 (N,%) 全体
(N=164)

病院
(N=35)

診療所
(N=47)

薬局
(N=17)

介護事業所
(N=65)

社会的弱者へのアプローチ* 103 (62.8) 25 (71.4) 31 (66.0) 10 (58.8) 37 (56.9)
患者が経済的状況や社会的状況で困っているこ
とを確認したり、スクリーニングするための
ツールやチェックリストなどを使用している

66(40.2) 22 (62.9) 25 (53.2) 2 (11.8) 17 (26.2)

*無料低額診療事業（病院/診療所）、無料低額診療事業に関連したサポート（薬局）、生活保護申請の援助のサポート（介護
事業所）のいずれかを実施している

表2　社会経済因子を考慮した患者へのアプローチの実態
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図１　患者へのアプローチで重視する事項（4機関別）

図2　職員へのアプローチとして実施されている事項（4機関別）

（喫煙、アルコール、薬物乱用、運動についての
方針等）
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図3　地域住民とともに行う活動として実施されている取組（４機関別）

図4　ヘルスプロモーション活動が各種医療機関に普及しにくい理由

*１理由を１記録単位として縮約し、コード、カテゴリーを作成した。記録単位数２以下のカテゴリーは記載を省略した。
（記録単位数*）



J. Natl. Inst. Public Health, 74 (3) : 2025

病院・診療所・薬局・介護事業所におけるヘルスプロモーション活動の国内実態調査と今後の展望

301

4）

IV．考察

本研究では，HP（地域包括ケアなどを含む）の方針
や活動について，J-HPHに参加する病院，診療所，薬局
および介護事業所の 4機関における現状を具体事例とと
もに示すことができた．J-HPH参加機関においては，病
院に限らず，まとまって報告されることが少ない他の 3
機関においても，患者中心，社会的弱者への支援を柱と
した，多様で草の根的なHP活動が実施されていること
が明らかとなった．
社会経済因子を考慮した患者へのアプローチは，無

料定額診療事業等が 4機関で広く実施されていた一方で，
経済状況や社会的状況のスクリーニングツールの活用は
病院と診療所にとどまることが示された（表2）．一方で，
国際生活機能分類（ICF）などの全人的理解ひいては患
者中心医療のためのツールは病院でさえ 4割弱に止まり
（図 1），多忙な業務の中で適用するには実用的でない
可能性が示唆された．また職員へのアプローチについて
は，新人研修は病院，診療所が中心で，健康教育などの
実施が少ないことが示され，さらなる教育機会の充実を
図る余地があると考えられた（図 2）．対照的に，地域
住民とともに行う取組の方が多彩で活発に行われていた
（図3）．
2020 年版HPH基準に基づく評価では，講演会の提供，

生活困難者への相談対応，無料食料支援など「より広い
社会におけるヘルスプロモーション（基準 5）」に関わ
る活動を中心として，「住民中心のヘルスケアおよび利
用者参加の促進（基準 3）」の面では患者家族の声を重
視して多種の制度・サービスとの連携を図り，「サービ
スへのアクセスの保障（基準 2）」の面では高齢者や障
がい者の利便性を考慮した無料送迎車やバリアフリーの
整備などに多くの施設が投資していることが特徴的だっ
た．（表3）
それに対して「HPHへの組織的なとりくみの表明（基

準1）」「健康的な職場，健康的な環境づくり（基準4）」
は少なく，またHP活動が全国規模でなかなか普及しな
い原因に関するより詳細な記述でも，通常業務が手一杯
な場合にHP活動が業務負荷になること，診療報酬など
の対価がなく病院の持ち出しになっている金銭面の課題，
また職員間の認識や理解の差が大きく，教育の機会も限
られているなど教育面の課題が指摘されていた．これは
公益法人の医療介護施設のHP活動の促進・阻害要因を
検討した先行研究で，どの施設でも「業務負担」が阻害
要因であることを示した報告とも同様の方向性であると
いえる[25]．これらの結果を概括すると，今後職員が率
先的にHP活動に従事するためには，「HPHへの組織的な
とりくみの表明」「健康的な職場，健康的な環境づくり」
の双方の強化が必要で，そのためには「組織として変革
に向けた体制の整備Organizational readiness for change」

（方針の明確化，概念の価値づけ，教育機会の保障，実
践チームの構築，報酬，評価，フィードバック等）をリー
ダー，中間管理職，現場などマルチレベルで行うことが
期待され，そのためにはHP活動を病院機能評価の項目
に反映することも一考に値する[28]．政策面ではHP活動
の地域保健医療計画や診療報酬への反映なども検討の余
地があるだろう．例えば，歯科口腔保健が全身の健康増
進および健康寿命延伸のための基本要素として多くの都
道府県の医療計画に反映されたり[29]，加熱式たばこ使
用者への禁煙治療が 2020 年度診療報酬改定により健康
保険適用になったりしてきたように[30]，現場レベルの
改善のためには，具体的な活動内容ごとに実施方法や連
携先の確保，診療報酬やそれ以外の財源確保についても
十分に検討する必要がある．
国際的なHPH活動も，個人やコミュニティレベルで
はコントロールできないさらに大きなセッティング（経
済の変動，地球環境等）による健康格差拡大への政策介
入の必要性を重視し，個人や集団への行動変容を促す数
十年来の健康教育から，システム思考に舵を切っている．
HP活動を継続・普及するためには，プラネタリー・ヘ
ルスに呼応する形で，システム思考に基づいて組織レベ
ルでキャパシティを構築することCapacity buildingが求
められている[4,8,16, 31,32]．現場スタッフのみではなく，
世代間のギャップを埋めて組織全体として健康格差縮小
を目指し[33]，組織における共同の価値観育成や信念の
形成を行う動的なプロセスである「学習する組織・社会
Learning Society」[34]，担当者が変更しても方針やそれ
までに培った経験知が引継がれ，かつ発展できる組織へ
の転換が求められる．その方向性はまさに，国際HPH
ネットワークが目指すグローバルHPH戦略 2021―25 の 3
つの目標，「①ガバナンス，政策，パートナーシップに
影響力を持ち，医療制度とヘルスサービスが健康，ウェ
ルビーイング，健康の公正なアウトカムに向けて方向転
換する，②責任をもって協働し，エビデンスやツール，
方策，資源を採用・共有することで，病院と医療機関が
方向転換できるキャパシティの構築を行う，③次世代の
HPHリーダーを育成する」の一翼を担うことに繋がる
だろう[4]．
本研究は（i）国外では病院[15]以外の機関を対象とし

たHP活動の論文報告を認めず，また国内でもHPHネッ
トワークの活動方針に基づく異種多施設・多法人に対す
る調査報告を認めない中で，HPHの理念を掲げて活動
をしているJ-HPH参加の 4機関を対象として全国規模の
調査を初めて実施していること，（ii）先行研究[25]が一
法人の実態を記述しているのに対して多数の法人（薬局
を含む）を対象として世界のHP活動の動向を視野に日
本全体のHP活動を考察していること，さらに（iii）個
人の行動変容のみならず組織レベルの行動変容という視
点から考察を深めている点で新規かつ独自である．一方
で，次のような限界を踏まえて解釈する必要がある．ま
ず，回答機関の規模が中小規模中心であるため，結果
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の全国への一般化には慎重になる必要がある．これは
J-HPH参加機関自体がいくつかの法人に限られている現
状も影響していると考えられ，大規模病院や薬局の現状
についてはさらなる研究が待たれる．次に，回答施設は
すべてJ-HPHネットワーク参加機関であり，HPへの意
識が高い傾向にあることにも留意が必要である．さらに，
回収率が 42％にとどまったが，国際HPHネットワーク
による先行研究による調査でも約 34％であり[15]，現場
が多忙であることも踏まえると，記述回答による補足も
併せて，日本におけるHP活動の状況は一定程度捕捉で
きたのではないかと考える．
本研究では，国内における病院および診療所，薬局，
介護事業所という各機関において実施されている地域に
根差した多彩なHP活動と，認知度の低さ，リソース（資
金・人材）不足，教育不足などの現場における課題を明
らかにすることができた．HP活動を現場スタッフの個
人的資質任せや場当たり的な活動に終わらせないために
も，組織としての方針の明示，組織のキャパシティ構築
capacity building（病院機能評価の一環としてのHP活動
の組み入れ，教育の充実と強化，資金の継続的配分ほ
か）を目指すシステム思考を涵養することの重要性が示
唆された．2020 年版HPH基準を含む各種ツールの利活
用を組織として習慣化し，HP活動の不断の評価と見直
しを行い，現場を取り巻く経済状況や地域・地球環境な
ど，常により大きな文脈を念頭において政策へ働きかけ
る必要があると考えられる．

V．結論

日本の病院，診療所，薬局，介護事業所の各機関にお
いて，HP活動に相当する社会的弱者の支援，地域住民
への働きかけなど多彩な取組が行われていた．一方で，
今後組織的とりくみの表明や，健康的な職場・環境づく
りと職員への関連教育のさらなる充実が期待される．組
織としての方針の明示，組織のキャパシティ構築をシス
テム思考で目指すことが，健康格差是正や持続可能な地
域での健康づくりに重要であることが示唆された．
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